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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第35期
第３四半期
連結累計期間

第36期
第３四半期
連結累計期間

第35期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (千円) 2,640,759 2,533,967 3,610,587

経常利益 (千円) 204,608 69,876 353,436

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 105,169 943 198,368

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 113,663 20,442 176,370

純資産額 (千円) 6,007,982 5,776,967 6,070,689

総資産額 (千円) 6,795,842 6,585,500 6,814,569

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 23.51 0.22 44.56

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 88.4 87.7 89.1
 

 

回次
第35期
第３四半期
連結会計期間

第36期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 13.36 6.84
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

(１)業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、企業業績が好調なこと等から、引き続き緩やかな回復基調で

推移しました。しかし、個人消費の低迷、英国のＥＵ離脱問題、米国の大統領選挙の影響等により為替相場の急激

な変動等が発生しており、景気の先行きは依然として不透明な状況であります。

　学習塾業界におきましては、少子化、大学入試制度改革、教材のデジタル化など環境が変化しており、資本・業

務提携など再編の動きが活発化しております。

　こうしたなか、当社グループにおきましては、「体験と学習」の実践の場として理科実験授業や農業体験等を積

極的に進めることと並行して既存教室の生産効率の見直しを徹底してまいりました。また、インターネットを活用

した会員数増加のための仕組みづくりに取り組んでおります。

　　この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高25億33百万円(前年同期比１億６百万円減)となりました。

　利益面につきましては、営業利益65百万円(前年同期比１億33百万円減)、経常利益69百万円(前年同期比１億34百

万円減)、親会社株主に帰属する四半期純利益0.9百万円(前年同期比１億４百万円減)となりました。

　セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①教育事業

子会社である株式会社螢雪ゼミナールを含む当第３四半期連結累計期間の平均生徒数は6,150名（前年同期比

0.7％減）となりました。この結果、売上高は16億57百万円（前年同期比15百万円減）となり、セグメント利益は１

億８百万円（前年同期比14百万円減）となりました。　

②スポーツ事業

スポーツ事業につきましては、子会社である株式会社日本体験センターを含む当第３四半期連結累計期間の平均

生徒数は9,811名（前年同期比23.7％減）となり、売上高は５億52百万円（前年同期比１億72百万円減）、セグメン

ト利益は78百万円（前年同期比76百万円減）となりました。

③飲食事業

添加物・保存料を使用しない弁当の宅配事業を展開しており、当第３四半期連結累計期間の売上高は１億84百万

円（前年同期比５百万円増）、セグメント損失は31百万円（前年同期はセグメント損失31百万円）となりました。

④その他

バスケット教室事業・農業事業及び焼肉店事業等を行っており、当第３四半期連結累計期間の売上高は１億42百

万円（前年同期比74百万円増）、セグメント損失は90百万円（前年同期はセグメント損失47百万円）となりまし

た。
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(２)財政状態の分析

(流動資産)

当第３四半期連結会計期間末における流動資産合計は53億84百万円（前連結会計年度末比３億26百万円減）とな

りました。

　これは主に、現金及び預金が２億92百万円減少したことによるものであります。

(固定資産)　

当第３四半期連結会計期間末における固定資産合計は12億１百万円（前連結会計年度末比97百万円増）となりま

した。

　これは主に、有形固定資産が55百万円減少し、投資その他の資産が１億60百万円増加したことによるものであり

ます。

(流動負債)　

当第３四半期連結会計期間末における流動負債合計は６億87百万円（前連結会計年度末比53百万円増）となりま

した。

　これは主に、短期借入金が60百万円増加したこととその他（前受金）が43百万円増加したこと、未払法人税等が

41百万円減少したことによるものであります。

(固定負債)

当第３四半期連結会計期間末における固定負債合計は１億21百万円（前連結会計年度末比10百万円増）となりま

した。

　これは主に、繰延税金負債が11百万円増加したことによるものであります。

(純資産)

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は57億76百万円(前連結会計年度末比２億93百万円減)となりま

した。

　これは主に、配当金の支払い等により利益剰余金が２億18百万円減少したことと、自己株式の取得により純資産

合計が94百万円減少したことによるものであります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,896,000

計 10,896,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,536,000 4,536,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ　　
（スタンダード）

単元株式数は
100株であります。

計 4,536,000 4,536,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年12月31日 ― 4,536,000 ― 212,700 ― 29,700
 

 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成28年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 250,700
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

4,284,000
42,840 同上

単元未満株式 普通株式   1,300 ― 同上

発行済株式総数 4,536,000 ― ―

総株主の議決権 ― 42,840 ―
 

(注) 当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成28年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

② 【自己株式等】

  平成28年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社クリップ
コーポレーション

愛知県名古屋市千種区内
山三丁目18-10

250,700 ― 250,700 5.53

計 ― 250,700 ― 250,700 5.53
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２ 【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,420,607 5,128,260

  受取手形及び売掛金 19,304 12,930

  商品及び製品 100,555 108,681

  原材料及び貯蔵品 20,106 15,718

  その他 149,846 118,558

  流動資産合計 5,710,419 5,384,148

 固定資産   

  有形固定資産 385,348 330,165

  無形固定資産 47,136 39,287

  投資その他の資産 671,666 831,899

  固定資産合計 1,104,150 1,201,351

 資産合計 6,814,569 6,585,500

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 40,309 26,945

  短期借入金 250,000 310,000

  未払法人税等 43,478 1,723

  賞与引当金 56,822 56,025

  店舗閉鎖損失引当金 3,250 －

  その他 239,773 292,698

  流動負債合計 633,633 687,392

 固定負債   

  退職給付に係る負債 67,167 73,090

  資産除去債務 22,793 16,038

  繰延税金負債 7,191 18,767

  その他 13,094 13,244

  固定負債合計 110,246 121,140

 負債合計 743,880 808,533

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 212,700 212,700

  資本剰余金 29,700 29,700

  利益剰余金 5,915,100 5,696,779

  自己株式 △143,953 △238,853

  株主資本合計 6,013,546 5,700,325

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 34,260 60,627

  為替換算調整勘定 22,881 16,013

  その他の包括利益累計額合計 57,142 76,641

 純資産合計 6,070,689 5,776,967

負債純資産合計 6,814,569 6,585,500
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

売上高 2,640,759 2,533,967

売上原価 1,713,249 1,751,663

売上総利益 927,509 782,303

販売費及び一般管理費 728,042 716,623

営業利益 199,467 65,680

営業外収益   

 受取利息 1,425 710

 受取配当金 3,053 3,264

 受取賃貸料 1,399 1,407

 その他 2,646 1,617

 営業外収益合計 8,524 7,000

営業外費用   

 支払利息 2,710 2,636

 その他 672 167

 営業外費用合計 3,382 2,804

経常利益 204,608 69,876

特別利益   

 固定資産売却益 111 2,549

 特別利益合計 111 2,549

特別損失   

 固定資産売却損 2,170 －

 固定資産除却損 2,221 1,543

 減損損失 3,460 31,545

 店舗閉鎖損失引当金繰入額 3,250 －

 特別損失合計 11,101 33,089

税金等調整前四半期純利益 193,619 39,336

法人税等 88,449 38,393

四半期純利益 105,169 943

親会社株主に帰属する四半期純利益 105,169 943
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

四半期純利益 105,169 943

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 9,440 26,366

 為替換算調整勘定 △946 △6,867

 その他の包括利益合計 8,494 19,498

四半期包括利益 113,663 20,442

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 113,663 20,442

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

(会計方針の変更)

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年

４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ20千円

増加しております。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第３四半期連結累計期間

(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
 

 

(追加情報)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

減価償却費 28,851千円 32,270千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月19日
定時株主総会

普通株式 224,264 50 平成27年３月31日 平成27年６月22日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月21日
定時株主総会

普通株式 219,264 50 平成28年３月31日 平成28年６月22日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

報告セグメント その他

(注)1

(千円)

合計
（千円）

調整額

(注)2

(千円)

四半期連結損益

計算書計上額

(注)3

(千円)

教育事業　　

(千円)

スポーツ事業

(千円)

飲食事業

(千円)

計

(千円)

売上高         

外部顧客に

対する売上高
1,673,757 724,907 178,410 2,577,074 63,684 2,640,759 － 2,640,759

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

－ － － － 4,175 4,175 △4,175 －

計 1,673,757 724,907 178,410 2,577,074 67,860 2,644,935 △4,175 2,640,759

セグメント利益又
は損失（△)

123,137 155,164 △31,443 246,858 △47,391 199,467 － 199,467
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、バスケット教室事業・農業事業

及び焼肉店事業等を含んでおります。

２．調整額はセグメント間取引の消去であります。

３．セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

報告セグメント その他

(注)1

(千円)

合計
（千円）

調整額

(注)2

(千円)

四半期連結損益

計算書計上額

(注)3

(千円)

教育事業　　

(千円)

スポーツ事業

(千円)

飲食事業

(千円)

計

(千円)

売上高         

外部顧客に

対する売上高
1,657,889 552,842 184,057 2,394,788 139,178 2,533,967 － 2,533,967

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

－ － － － 3,255 3,255 △3,255 －

計 1,657,889 552,842 184,057 2,394,788 142,434 2,537,222 △3,255 2,533,967

セグメント利益又
は損失（△)

108,478 78,692 △31,260 155,910 △90,229 65,680 － 65,680
 

(注) １.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、バスケット教室事業・農業事業

及び焼肉店事業等を含んでおります。

２.調整額はセグメント間取引の消去であります。

３.セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「その他」セグメントの焼肉店事業において、当初想定していた収益が見込めなくなったことにより、減損損

失を計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては31,545千円であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 23円51銭 0円22銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 105,169 943

   普通株主に帰属しない金額(千円) － －

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
　　四半期純利益金額(千円)

105,169 943

   普通株式の期中平均株式数(千株) 4,473 4,305
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年２月９日

株式会社クリップコーポレーション

取締役会  御中

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   下　条　　修　司  　 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   古　谷　大　二　郎 　 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社クリッ

プコーポレーションの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成28年

10月１日から平成28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記

について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社クリップコーポレーション及び連結子会社の平成28年12

月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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